
（別紙）

高速横浜環状北西線に係る

環境影響評価書に対する環境大臣意見

本事業は、東名高速道路と第三京浜道路を連絡する道路を整備することにより、保土ヶ

谷バイパスに集中する交通の分散及び混雑の緩和を図るとともに、横浜市北西部と横浜都

心部及び臨海部との連携並びに横浜市と川崎市、東京都及び千葉県方面との連携を強化す

るものである。

本事業では、構想段階においてパブリック・インボルブメントの手続が実施され、住民

の意見等を反映した概略計画が策定されている。同計画の策定においては、複数のルート

案が比較検討されており、そこで居住環境や周辺の大気質・騒音等の環境の視点も考慮し

ていることから環境保全の観点から望ましい事例といえる。

一方、一部の地上部における周辺環境への影響や、トンネル工事に伴う建設汚泥等の発

生の影響等ができる限り低減されるよう、以下の措置を適切に講ずる必要がある。

１．大気質・騒音

（１）大気質

排出ガス対策型の建設機械の使用に当たっては、二次排出ガス対策型等の環境負荷が小

さいものを使用するよう可能な限り努めること。また、その旨を評価書に記載すること。

（２）騒音

工事用車両の運行に係る騒音の評価について、自動車騒音に係る要請限度だけでなく道

路交通騒音に係る環境基準についても整合が図られているかを評価すること。また、その

旨を評価書に記載すること。

２．温室効果ガス

事業実施段階において、温室効果ガス排出量を削減するため、他の道路事業における取

組状況を踏まえ、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律に基づく特定調達品

目等の使用に努めること。また、効率的な施工の実施が建設機械等から排出される温室効

果ガス排出量の削減に資することから、地域特性等を踏まえ、温室効果ガスの排出削減等

に留意しつつ、効率的な施工計画を策定するよう努めること。

以上について、その旨を評価書に記載すること。



３．廃棄物等

（１）発生抑制及び有効利用

トンネル工事に伴う建設発生土及び建設汚泥について、実行可能な最大限の発生抑制に

努めること。また、発生した建設発生土等について、実行可能な最大限の有効利用に努め

ること。

（２）建設発生土等の仮置き場

トンネル工事に伴い発生する建設発生土等を仮置きする場所については、関係法令を遵

守して適切に対応するとともに、工事着手前に関係機関や周辺住民への情報提供を行うこ

と。また、その旨を評価書に記載すること。

４．水環境

工事排水については、工事中の散水・タイヤ洗浄により発生する濁水についても、事業

実施段階において関係機関と協議し、適切に対応すること。また、その旨を評価書に記載

すること。

５．景観

換気所周辺の緑化については、事業実施段階において、必要に応じて動植物種の生息・

生育環境に配慮して、利用する植物種及び緑化方法について検討すること。また、その旨

を評価書に記載すること。

６．その他

工事中及び供用後の大気環境及び騒音等の環境影響について、関係機関と連携しつつ、

当該環境影響の状況を的確に把握し、その結果を踏まえ、必要に応じて適切な措置を講ず

ること。

環境影響評価の結果を的確かつ分かりやすく記載するという観点から、その他の箇所に

ついても見直しを行い、必要に応じ評価書を適切に修正すること。


